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一般共通事項

項　　　目 特　記　事　項

特.1.1 適用範囲 ・本工事は、1.質疑回答書 2.特記仕様書 3.図面 4.国土交通省大臣

　官房官庁営繕部監修公共建築工事標準仕様書により、工事を行う。

特.1.2 工期

　詳細決定するものとする。

工事作業時間特.1.3 ・原則として8:00～18:00とするが、作業日も含めて担当課と調整の上、

・原則として土曜日、日曜日及び祝日とする。作業休日特.1.4

工事場所の環境特.1.5

・工事車輌の駐車及び資材置き場等は工事範囲敷地内で計画すること。

公害防止特.1.6 ・工事に伴う公害防止のため、施工方法、機械施設、作業時間等の

　制限は浦安市環境保全条例による。

特.1.7 安全対策 ・施設利用者・関係者に十分配慮した安全計画とすること。

・工事車輌の出入が多い場合には、必要に応じ適宜、交通誘導員を出入

　口付近に配置し、第三者の安全を図り、事故の完絶を計ること。

特.1.9 仮囲い ・仮設計画図（参考図）を基本とする。

・万能鋼板(H=3,000)修景に配慮した物とする。　延長　　ｍ

・Ｂ型バリケ－ド(H=1,800)程度とする。　　　　延長　　ｍ

特.1.8 工事用道路 ・仮設道路を整備する。幅員　　ｍ、延長　　ｍ

・砕石敷き・鉄板敷き

工事内容掲示板

の設置

特.1.10 ・工事契約後直ちに工事内容の掲示板を作成し、正面道路に面して

　見やすい位置に掲示する。

　(建設業の許可票・労災保険関係成立票・作業主任者・緊急時連絡表

　建築基準法による確認表示板・施工体系図・下請負人に対する通知

　建設業退職金共済制度適用事業主の現場標識・石綿則関連標識)

特.1.11 残土・産業廃棄物

の処理

・再生資源の利用促進に関する法律、廃棄物の処理及び清掃に関する

　法律、建設副産物適正処理推進要綱、その他関係法令に従い適切に

・諸官公署による指導は本工事に含むものとする。特.1.12 諸官公署による指導

特.1.13 光熱水費等 ・竣工引渡しまでの期間の基本料金及び使用料金は本工事に含むもの

　とする。

・本施設のものを無償にて使用してよいがその量が著しく多くなる

　場合はこの限りではない。

特.1.14 受電に伴う主任 ・受電に伴う主任技術者の立会費及び申請関係等は一式本工事に含む

　ものとする。技術者の立会い

特.1.15 経年検査

　　立会者：請負者各工事担当者・主任技術者

・工事完成後、請負者は契約書に準ずる期間は、保証の責に任ずる。

　竣工引渡し後12ヶ月かつ24ヶ月には建築･設備全般について経年検査

　を行う。

特.1.16 環境に対する配慮 ・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第11条の規定に該当

　する場合は、必要な措置を講ずること。

・施工機械については、低騒音型(超低騒音型含む)機種を使用し、

　必要な申請を行うこと。

・使用材料については、積極的に再生材料を使用し、再利用できるもの

・AS・CO等の廃材については、積極的に再利用に務め、再利用及び処理

　については、これを再利用に供する。

建物解体に関する

法令の遵守

特.1.17 ・本工事施工において、建物の撤去解体を行う際には石綿障害予防

　規則・建設ﾘｻｲｸﾙ法・労働安全衛生法・大気汚染防止法・その他法令

　を遵守し、必要な措置を講ずること。

浦安市検査監理課

による検査

・本工事施工において、請負者は浦安市検査監理課の指示に従い工事

　完了後、検査を受検すること。

特.1.18

　人、監理技術者及び主任技術者等を同席させること。

・請負者は工事の中間検査、出来形検査、完了検査については現場代理

特.1.19 契約時に提出する

書面

・以下に示す工事に該当する場合において建設工事に係る資材の再資源

　　（１）建築物解体:延べ面積　80㎡以上

　　（２）建築物新築・増築:延べ面積　500㎡以上

　　（３）建築物修繕・模様替え:　請負代金　1億円以上

　　（４）土木工事等:請負代金　500万円以上

　化等に関する法律第11条及び第13条にに基づく書面を契約書とともに

　提出すること。

工事場所　浦安市集合事務所

・現場における工事は執務並行工事とし、施設利用者への安全確保及び、施設内各運営事業者への影響配慮に

工期

(2)工期の終期日（建設工事請負契約書に記載する工事の最終日）

(3)留意事項

　ア 受注者は、工事着手日を明らかにするため、契約締結後、速やかに工事着手日通知書（第１号様式）を発注者に届けなければならない。

　イ 契約締結日の翌日から工事着手日の前日までの間は、建設業法（昭和24年５月24日法律第100号）第26条に基づく主任技術者又は監理技術者の設置を要しない。

　ウ 契約締結日の翌日から工事着手日の前日までの間は、建設工事請負契約書第10条に基づく現場代理人の設置を要しない。

　エ 工事着手日の前日までの間は、現場施工（現場事務所等の設置、資機材等の搬入又は仮設工事等）を行ってはならない。

　オ 前払金は、工事着手日の10日前までは請求できない。

●本工事は、浦安市建設工事フレックス工期契約制度を適用する工事である。

　なお、当該制度の取扱いについては、「浦安市建設工事フレックス工期契約制度実施要領」のとおりとする。

・契約締結日の翌日から令和　9年　6月　30日まで。

集合事務所電気設備改修工事

・工事場所：浦安市猫実一丁目12番38号

・掲示内容その他については監督職員の指示による。

　処理し監督職員に報告する。

　方法については監督職員に承諾を受ける。

設計変更等特.1.20 ・設計変更等については、約款第18条から第26条に記載しているが、

　その具体的な考え方や手続きについては、「建設工事請負に係る

　

  設計変更等ガイドライン令和4年4月」(浦安市) によること。

LED照明器具の採用

について

・JIS C7550：2011 4.4リスクグループ分類内の免除グループのLED器具

　であること。

特.1.21

　をシステム内で行うこと。

ること。その後、フロン回収証明書、フロン破壊・再生証明書の提出

フロン排出抑制法

の遵守

・空調用エアコン及び冷凍冷蔵機器等、フロン類を使用する機器で「フ

　ロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」において定め

　られた「第一種特定製品」に該当する機器を設置する場合は、一般財

　団法人 日本冷媒・環境保全機構（JRECO）が運営する冷媒管理システ

・フロン類を修理等により再充填する場合は、システムの整備記録簿に

　入力すること。

・機器を撤去する場合は、システム内で回収依頼書を代行入力し送付す

　登録の費用は請負者の負担とすること。

・なお、機器管理番号シールの購入や回収依頼書の発行、システムへの

　ム「RaMS」における機器管理番号シールの購入・貼付、機器の基本的

　な情報の入力や設置時追加充填量の入力を行うこと。

特.1.22

・標準仕様書の通りとする。1.1.1 標準仕様書の

適用範囲

1.1.2 用語の定義 ・標準仕様書の通りとする。

1.1.4 工事実積情報の登録

（請負額が500万円以上の工事について受注・変更・竣工登録を行う）

　登録の手続きを行う。

・標準仕様書の通りの他、登録内容について承諾を受けた後、期間内に

1.1.3 官公署その他への

届出手続等

・手続きの費用は請負者の負担とする。

　を行い工程の遅れのないようにする。

・標準仕様書の通りの他、事前に届出の有無を確認し、速やかに手続き

書類の書式等1.1.5

・設計図書は、主要な部位・事項についての設計意図を示すものであり

　必ずしも工事の完成に必要なすべての情報を網羅するものではない。

・受注者は、設計図書等に示された情報をもとに、製造者等の特定を

　経て、工程や下地等を考慮の上、生産設計、製作、施工を行い、工事

　の適切な遂行と完成に必要なものを供給する。

・所管公署による指導は本工事に含むものとする。

・標準仕様書の通りの他、次の通りとする。

別契約の関連工事1.1.6

　　はこれに従う。

Ｂ．本工事と別途工事の工事区分は設計図書に示す。

　　但し同項に記載なくも工事を完成するために当然必要な

・標準仕様書の通りの他、次に挙げるものとする。

Ａ．別途工事との調整に当たって、監督職員より指示のある場合

　　工事及び材料は本工事に含む。

1.1.7 設計図書等の取扱い(1)工事着手期限日（契約締結日から60日以内） ・標準仕様書の通りとする。

●本工事は、発注者が週休２日に取り組むことを指定する週休２日制工事（発注者指定方式）である。

図面リスト（別途図面リスト参照）

使用開始のため必要に応じて施設共用部の中間検査を実施し、

使用できるようにすること。

　努めながら工事を行うこと。

・受変電設備の更新N
・非常用発電機設備の更新

・幹線、動力設備の更新

・電灯、コンセント設備の更新

・雷保護設備の更新

・拡声設備の更新

・自動火災報知設備の更新

上記等の改修工事を行う。

縮尺
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　・下記表中○印の工種について適用する　　　・適用しない

特　記　事　項項　　　目特　記　事　項項　　　目特　記　事　項項　　　目特　記　事　項項　　　目

1.5.2 技能士

・標準仕様書の通りとする。材料の搬入1.4.3

材料の検査等1.4.4

1.4.5

伴う試験

材料の検査に

1.4.6 材料の保管

1.5.1 施工 ・標準仕様書の通りとする。

1.4.2 材料の品質等 1.5.3 技能資格者 ・標準仕様書の通りとする。

1.3.7

1.3.6

施工中の安全確保

　また、休務日の安全管理に十分注意する。

　大型資材搬入時、道路掘削工事・大型車輌使用工事等の

　際には交通整理員を配置し車輌の整理を行い、事故の完絶を図る

　こと。特に学校・幼稚園等が付近にある場合は十分な安全対策を行う

　こと。

1.3.8 交通安全管理

・工事により生ずる各種公害は極力これを防止するように努める。特に

　騒音･振動･塵埃については注意し必要に応じ周辺住民町内会あるいは

　事業所等と工程・作業時間・道路使用等の事前打合わせをするなど

　して、工事の円滑な進捗を計るものとする。日曜・祝日は原則として

　休務日とする。

　特に騒音･振動を伴う作業は行ってはならない。

　尚、浦安市環境保全条例及び指導に従い工事を行う。

1.3.9 災害時の安全確保 ・標準仕様書の通りとする。

・標準仕様書の通りとする。施工中の環境保全等1.3.10

1.3.11 発生材の処理等

・場外搬出適切処理。

・市に引き渡す発生材は発生材調書と共に引渡す。

・発生材の処理の運搬処分地等は関係法令等に従いこれを行う。

・標準仕様書の通りとする。養生1.3.12

1.3.13 後片付け ・標準仕様書の通りとする。

1.3.14 各種保険 ・請負者は、労働者災害補償保険等、法律によって定められた保険に

　加入する他、請負者が必要と考える各種保険(火災保険・賠償責任

　保険等)に加入すること。

1.3.15 周辺環境の調査

及び管理

・工事着手に先立ち、周辺民家･事業所等の建物及び公園用地の現状を

・工事期間中も定期的に調査すること。

・特に土工事完了までは周辺地盤の沈下に対して厳重に管理を行う。

環境への配慮1.4.1

1.3.5 施工条件

品質管理

・標準仕様書の通りの他、次に挙げるものとする。

・標準仕様書の通りの他、次に挙げるものとする。

・処分に当たりその通行経路・運搬台車・処分地等の計画書を監督職員

　へ提出し、承諾を受ける。

・本工事に使用する材料は、設計図書に定める所要の品質及び性能を

　等は、次の(1)～(6)の事項を満たすものとする。

　　(1)品質及び性能に関する試験データが整備されていること

　　(2)生産施設及び品質の管理が適切に行われていること

　　(3)安定的な供給が可能であること

　有するものとし、JIS又はJASのマーク表示のない材料及びその製造者

　　(4)法令等で定める許可、認可、認定、免許等を取得していること

　　(5)製造又は施工の実績があり、その信頼性があること

　　(6)販売、保守等の営業体制が整えられていること

　性能を有することの証明となる資料又は外部機関((社)公共建築協会

　等)が発行する「建築材料・設備機材等品質性能評価事業」の評価書

　の写しを、監督職員に提出して承諾を受けるものとする。ただし、

　あらかじめ監督職員の承諾を受けた場合はこの限りではない。

　　なお、これらの材料を使用する場合は、設計図書に定める品質及び

・建築材料の製造所･製品及び施工業者などは、特記された物、又は同

　等品以上とし、同等品を使用する場合は、監督職員の承諾を受ける。

　指定工法による。ただし、資料を提出し、監督職員の承諾を受ける。

・標準仕様書に記載されていない特別な材料の工法は、当該製品の

・標準仕様書の通りの他、次に挙げるものとする。

・工事の着手に際し、総括安全監理責任者を定め、工事場に出入りする

　下請業者それぞれの安全責任者を統合した安全委員会を組織し、工事

　に携わる全ての職員・作業員を対象に随時安全教育を行うなどして現

　場内の保全対策を周知せしめ、工事場内を常に安全に保つための努力

　を怠らぬように注意する。

　また、工事場の労務者その他出入りの管理・風紀衛生の取締に十分

　注意する。

・工事による隣地･公道及び既存排水溝への損傷は請負者の負担に

　よってすみやかに復旧すること。

・構造材、仕上材、造作材、塗装材、下地材、断熱材、緩衝材、家具

　材等及び加工(接着剤含む)に使用する材料は、特記なき限りﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞ

　変更によりF☆☆☆以下の材料を使用する場合は、関係法令を遵守

　し、監督職員の承諾を得ること。

　　・工事用車両の駐車場所　　　※図示

　　・資機材置き場　　　　　　　※図示

　　・建設発生土仮置場　　　　　※図示

・標準仕様書の通りとする。

　ﾃﾞﾋﾄﾞに関する規制対象外建材(F☆☆☆☆又は大臣認定品)とする。

・標準仕様書の通りの他、次に挙げるものとする。

・標準仕様書の通りの他、次に挙げるものとする。

・標準仕様書の通りの他、次に挙げるものとする。

・標準仕様書の通りとする。

・検査･試験に必要な経費は全て請負者の負担とする。

・標準仕様書の通りとする。

・標準仕様書の通りの他、次に挙げるものとする。

鉄骨工事

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ

・ALCﾊﾟﾈﾙ

・押出成形ｾﾒﾝﾄ板工事

防水工事

・ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ系塗膜防水工事作業

・ｱｸﾘﾙｺﾞﾑ系塗膜防水工事作業

・合成ｺﾞﾑ系ｼｰﾄ防水工事作業

・塩化ﾋﾞﾆﾙ系ｼｰﾄ防水工事作業

・ｾﾒﾝﾄ系防水工事作業

・ｼｰﾘﾝｸﾞ防水工事作業

・改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄﾄｰﾁ工法防水工事作業

・FRP防水工事作業

石工事 ・石張り作業

ﾀｲﾙ工事

木工事

屋根及びとい工事

金属工事

左官工事

建具工事

ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ工事

塗装工事

内装工事

・ﾀｲﾙ張り作業

・大工工事作業

・内外装板金作業

・左官作業

・ﾋﾞﾙ用ｻｯｼ施工作業　　・ｶﾞﾗｽ工事作業

・鋼製下地工事作業　　・内外装板金作業

・自動ﾄﾞｱ施工作業

・金属製ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ工事作業

・ﾋﾞﾙ用ｻｯｼ施工作業　　・ｶﾞﾗｽ工事作業

・建築塗装作業

・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ系床仕上げ工事作業

・ｶｰﾍﾟｯﾄ系床仕上げ作業

・ﾎﾞｰﾄﾞ仕上工事作業　　・壁装作業

排水工事

舗装工事

植栽工事

・建築配管作業

・溶融ﾍﾟｲﾝﾄﾊﾝﾄﾞﾏｰｶｰ工事作業

・加熱ﾍﾟｲﾝﾄﾏｼﾝﾏｰｶｰ工事作業

・造園工事作業

・ｱｽﾌｧﾙﾄ防水工事作業

適用工事種類 技能検定作業

仮設工事

鉄筋工事

・とび作業

・鉄筋組立て作業

・型枠工事作業ｺﾝｸﾘｰﾄ工事

・ｺﾝｸﾘｰﾄ圧送工事作業

・構造物鉄鋼作業　　・とび作業

・ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ工事作業

・ALCﾊﾟﾈﾙ工事作業

・標準仕様書の通りの他、適用については次に挙げるものとする。

出来得る限り調査し、将来損害補償要求の提起せられる恐れがあると

　予見できる箇所等は、写真撮影などしておく。ただし、調査にあたり

　いたずらに人心を刺激することのないように十分に配慮する。

　険を付し、その写しを提出する。

　請負者は自己の責任をもって監督職員の承諾する妥当な金額の各種保

・監督職員の指示により処理。

1.2.7 提出書類 Ａ．着工時

　１．現場代理人・主任技術者・監理技術者届

　２．全体工程表

　３．設計図面製本・設計図書縮小版

　４．総合仮設計画

・標準仕様書の通りとする。工事の記録1.2.4

1.2.5 工程会議及び

工程表

・請負者は週間工程、月間工程を作成すると共に、月2回の割りで日を

　定め、関係者全員による工程会議を行いお互いにそれぞれの事項を確

　認し合うこと。

1.2.6 提出書類等の様式

　１．工事工程表(月間・週間)

各4部

　２部

　4部

　１部

　１部

　１部

　３．工事記録写真 　１部

　１部

　５．工事使用材料承諾願 　１部

　６．施工計画書（各工種） 　１部

　１部

Ｂ．工事中（監督職員の指示による。）

　８．製造業者リスト 　１部

　９．産業廃棄物処理計画書 　１部

　１０．施工図及び製作図承諾願 　１部

　１１．工事進捗状況報告書 　１部

　２．工事打合せ議事録（質疑回答書・指示書）

　４．検査願・立会検査結果

Ｃ．検査時（工事中提出書類の報告書の他、次に挙げるものとする。）

　１．使用材料品質証明報告書 　１部

　１部　２．産業廃棄物処理報告書

　１部

1.2.8 色、柄等の指示 ・監督職員により決定したものを色見本帳として作成し、提出する。

・工事に関する各種書類の形式及び体裁は、浦安市営繕工事書類作成の

　手引きによる。

　３．工事完成図報告書

　７．下請業者リスト

・標準仕様書の通りとする。特許権等1.1.11

1.1.12 文化財その他の

1.1.10 工期の変更に係る

資料の提出

・標準仕様書の通りとする。

・標準仕様書の通りとする。工事の一時中止

に関わる事項

1.1.9

・標準仕様書の通りとする。

1.1.8 疑義に対する協議等 ・標準仕様書の通りとする。

埋蔵物

1.1.13 ・標準仕様書の通りとする。

1.2.3 施工図等

・承認期限は工事着工の約７日前に承認を受けること。

1.2.1 実施工程表

施工計画書1.2.2

・施工図の製作は円滑に行うこと。また施工図を製作後速やかに関連す

・標準仕様書の通りとする。

・標準仕様書の通りとする。

・標準仕様書の通りの他、次に挙げるものとする。

　出し、承認を受けること。

　る設備担当者と打合せ、遺漏のないことを確認した後、監督職員へ提

関係法令等の遵守

1.3.1 施工管理 ・標準仕様書の通りとする。

1.3.2 施工管理技術者

1.3.3 電気保安技術者

1.3.4 工事用電力設備の

保安責任者

・標準仕様書の通りとする。

・工事現場におく電気保安技術者は、電気事業法に基づく電気主任技術

　者の職務を補佐し、電気工作物の保安の業務を行うものとする。

　　・要　　　・不要

・標準仕様書の通りの他、次に挙げるものとする。

・標準仕様書の通りとする。

確認及び報告

一工程の施工の1.5.4 ・標準仕様書の通りとする。

1.5.5 施工の検査等 ・標準仕様書の通りとする。

・検査･試験に必要な経費は全て請負者の負担とする。

伴う試験

・標準仕様書の通りとする。施工の検査等に1.5.6

・標準仕様書の通りとする。施工の立会い等1.5.7

1.5.8 工法の提案 ・標準仕様書の通りとする。

　その他、濃度測定箇所・方法等については監督職員の指示による。

　　　　　　エチルベンゼン、スチレン

　・その他　ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、

　・学校施設　ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、

　　　　　　　パラジクロロベンゼン、エチルベンゼン、スチレン

1.5.9 化学物質の濃度測定 ・施工完了時及び部分使用引渡しに先立ち、室内空気中の揮発性

　有機化合物の濃度を測定し、監督職員に報告すること。

　測定物質は、次による。

・標準仕様書の通りとする。工事検査1.6.1

・整理箱にて納品すること。完成時の提出図書1.7.1

(参考品番)積水ﾃｸﾉ成型株式会社　S-54-Ⅱ、ﾌﾀS-54

(上記以外の整理箱を使用する際は監督職員の承認を得ること。)

1.6.2 技術検査 ・標準仕様書の通りとする。

1.7.2 完成図 ・標準仕様書の通り他、次に挙げる竣工図書を引渡しと共に提出する。

Ｅ．竣工図PDF・CADﾃﾞｰﾀ(浦安市指定ﾌｫｰﾏｯﾄによる。)

Ｄ．竣工引渡書

Ｃ．施工図２つ折り製本（白焼）

　１部

　4 部

　１部

　１部

　※竣工図作成において工事中の設計変更による図面修正を

　　含むものとする。

　１部

Ｆ．浦安市工事検査提出図書一式（決裁を受けたもの。） 　１部

Ｂ. 竣工図２つ折り製本縮小版　(白焼)

Ａ．竣工図２つ折り製本　(白焼)

1.7.3 保全に関する資料 ・標準仕様書の通りの他、次に挙げるものとする。

・長期保全計画書を作成し提出する。

1.7.4 記録

　１部

　１部

・工事記録写真及び竣工写真の作成は、次の通りとする。

Ａ．工事着手前の状況写真（Ｌ判）

Ｂ．工事状況写真　　　　（Ｌ判）

　※上記写真作成は、浦安市工事写真管理基準及び国土交通

　　・建築設備編）による。

　　省大臣官房官庁営繕部監修 工事写真の撮り方（建築編

Ｃ．竣工写真(金文字黒表紙)1部、PDFﾃﾞｰﾀ1部、

　※カラ－写真とし、各面の外観(夜景１面)、内観各室１カ

　　ット程度を監督職員の指示に従って、監督職員の承諾す

　　る撮影業者に撮影させること。

※図面及び本特記仕様書に記載されていない事項は、すべて以下による。

・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　建築物解体工事共通仕様書　　　　　　　　　（最新版）

・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　公共建築工事標準仕様書(建築工事編)　　　　（最新版）

・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　公共建築工事標準仕様書(電気設備工事編)　　（最新版）

・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　公共建築工事標準仕様書(機械設備工事編)　　（最新版）

・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　公共建築改修工事標準仕様書(建築工事編)　　（最新版）

・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　公共建築改修工事標準仕様書(電気設備工事編)（最新版）

・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　公共建築改修工事標準仕様書(機械設備工事編)（最新版）

・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　公共建築木造工事共通仕様書　　　　　　　　（最新版）

・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　建築工事監理指針　　　　　　　　　　　（最新版）

・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　電気設備工事監理指針　　　　　　　　　　　（最新版）

・国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　機械設備工事監理指針　　　　　　　　　　　（最新版）

Ｇ．マイクロフィルム 　１部

JPEG(個別)ﾃﾞｰﾀ1部

縮尺

工事番号 通し番号

07-02

作成日

全 106 葉

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部 財産管理課

財務部 営繕課

令和7年6月

A-03

003
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鈴木 洋史
テキストボックス
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隔離内部の空気中の総繊維数濃度を測定し、確認後に撤去すること。

各機材、仮設材等も十分に清掃し、付着物を取除いた後撤去すること。

・

運搬及び処分を委託する場合は、委託契約書及びマ二ュフェストに、

必要事項を記載すること。（吹付け材及び保温材は、固形化又は安定化

特　記　事　項項　　　目特　記　事　項項　　　目特　記　事　項項　　　目特　記　事　項項　　　目

一般事項1.1 石綿等の取扱については、大気汚染防止法（以下「大防法」という。）

廃棄物処理法、労働安全衛生法、石綿障害予防規則(平成17年2月24日

厚生労働省令第21号)（以下「石綿則」という。）その他石綿処理に

関する諸法令等を遵守すること。

この特記仕様書に記載されていない事項は「建築物解体工事共通仕様

石綿則第8・9条に基づき、発注者は石綿に関する下記情報を受注者に

提供するとともに法令に基づく調査への配慮をするものとする。

　・竣工図面　・工事書類（過去実施）　・石綿含有調査報告書

1.2 発注者からの情報

1.3 石綿則第3条、大気法第18条により、事前調査を実施すること。事前調査

記録する項目

　ア．測定結果

　イ．測定時間

　ウ．測定位置（測定高さとともに図面上に記載する。）

　エ．サンプリング条件

　　　　　　（メンブレンフィルタ直径、吸引時間、吸引空気量）

　オ．マウンティング法

　カ．顕微鏡視野面積、計数視野数

　キ．測定時（各測定場所ごと）の

　　　　　天候、温度、湿度、外気の風速及び風量

測定機関

　都道府県労働局に登録されている作業環境測定機関とし、施工計画書

1.6 除去工事共通事項 事前に｢建築物解体工事共通仕様書｣及び｢石綿則｣に定められた内容を 

書」、「公共建築改修工事標準仕様書」等による。（各最新版）

盛り込んだ施工計画書及び工事に相応した技術を有することを証明する

資料(建築物解体工事共通仕様書6.2.1)を監督職員に提出し、承諾を得た

後に 施工を行なうこと。 

専門工事業者

石綿含有建材の除去を直接行う専門工事業者については、工事に相応

した技術を有することを証明する書類を監督職員に提出する。

<標準9.1.2(1)><共通6.2.1>

<標準9.1.2(2)><共通6.2.2>

石綿則に基づき、石綿作業主任者を選任する。

石綿作業主任者

石綿作業主任技能講習修了者又は平成18年3月以前の特定化学物質等

作業主任者技能講習修了者とする。

除去作業者の教育

作業者は、石綿則に基づく特別の教育を受けた者とする。

なお、一般健康診断、石綿健康診断及びじん肺健康診断を受診した者と

し、肺機能に異常のない者とする。

<標準9.1.2(3)><共通6.2.3>

特別管理産業廃棄物管理責任者の選出

産業廃棄物処理法に基づき、特別管理産業廃棄物管理責任者の資格を

有するものを配置する。ただし、石綿含有整形板の除去工事を除く。

<標準9.1.2(4)><共通6.2.4>

施工区画

石綿含有建材の除去に当たり、直接除去を行う区域（場所）、前室、

洗身室及び更衣室の3室で構成する廃棄物保管場所等で、除去工事に

直接又は間接に関係する箇所の区画を行う。

<標準9.1.2(5)><共通6.2.5>

表示及び掲示

　※喫煙及び飲食の禁止並びに関係者以外立入禁止

　※石綿作業主任者の氏名及びその者に行わせる事項

表示及び掲示

　※石綿を取り扱う作業場であること（石綿有の場合）

　※石綿の人体に及ぼす作用

　※石綿取扱い上の注意事項及び使用すべき保護具

　※運搬又は保管する場合の容器等に石綿であること及び取扱注意事項

　※石綿含有建材の有無の事前調査結果の概要

※作業場等の見やすいところに掲示するもの

※労働者及び周辺住民の見やすいところに掲示するもの

<標準9.1.2(6)><共通6.2.6>

　※石綿含有建材の有無の事前調査結果の概要

※公衆が見やすいところに掲示するもの

　※「建築物等の解体等の作業に関するお知らせ」

　（特定粉じん排出等作業を行う場合は届出の内容を上記に追記する）

保護衣・作業衣

保護具等

石綿則に基づき、作業内容に応じた、呼吸用保護具（半面系は保護

めがね又はフードを併用）を使用すること。

石綿則に基づき、保護衣又は作業衣を使用する。ただし、隔離空間で

作業する場合は、保護衣を使用する。

保護衣はJIS T 8115（化学防護服）の浮遊個体粉塵防護用密閉服（タイ

プ5）同等品以上のものとし、原則使い捨てのものとする。

石綿解体工事開始前に作業計画を作成し、監督職員の承認をえること。

石綿解体ﾚﾍﾞﾙ1・2は法に基づき、関係省庁に計画届等を届出すること。

作業計画

一定の場所に、他の建設副産物と分別保管し、シートで覆うなど飛散保管、運搬及び処分

1.7

1.8

防止処置を講ずる。また、保管場所の表示（内容）をする。なお、廃棄

物処理法の「特別管理産業廃棄物保管基準」に基づき、保管すること。

の方法、廃石綿等込を、成形板は石綿含有廃棄物込を記載）

隔離養生に用いたｼｰﾄ、使用した使い捨て保護衣等、高性能真空掃除機

ﾌｨﾙﾀｰ、粉じんﾌｨﾙﾀｰ等は粉じんが飛散しないようにし、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ袋

(0.15㎜以上、二重梱包)に密封する。

運搬車及び運搬容器は、飛散及び流出のおそれがないものとし、荷台に

覆いをかけるなどの飛散防止措置を講ずること。

廃棄する石綿含有物により、中間・最終処分場に運搬し処分すること。

この工事は設計図書に従い施工するが、設計図書に明示されていない事

の分析方法について」（平成18年8月21日基発第0821002号、最終改正

<標準9.1.1><共通6.1.1～2>

項でも工事の性質上当然必要なものは監督職員の指示に従い施工する。 

に記載し、報告すること。

<標準1.5.1><共通6.1.3>

令和3年12月22日基発1222第17号）に基づく方法（下記）による。

<標準9.1.2(8)><共通6.2.7>

<標準9.1.2(9)><共通6.2.8>

作業衣は、石綿が付着しにくく、服内部に侵入しにくいものとする。

また、成形板は原形のままﾌﾟﾗｽﾁｯｸｼｰﾄにて梱包するか、原形のまま入れ

ることの出来る十分な大きさ且つ丈夫なﾌﾟﾗｽﾁｯｸ袋(厚0.15㎜以上)等に

入れるなど飛散防止等の処置を講じる。やむを得ず破損した成形板の

廃材は湿潤化のうえ、丈夫なﾌﾟﾗｽﾁｯｸ袋(厚0.15㎜以上)等に入れ飛散

集積及び積込に当たっては高所より投下しないことの他、粉じんの飛散

防止に努めること。

防止の処置を講じること。

除去した石綿含有物等を現場に保管する場合は一定の保管場所を定め

他の廃棄物と分別して保管するものとし、ｼｰﾄで覆う等飛散防止の処置

を講ずること。

<標準9.1.2(7)・9.1.3(3)・9.1.4(3)・9.1.5(3)・9.1.6(4)>

<共通6.3.3・6.4.4・6.5.4>

石綿含有吹付け材の

除去

※　作業場は以下によるものとし負圧除じん機にて負圧状態により

飛散防止をすること。

※　0.15mm以上のプラスチックシート等で二重※　床面

※　壁面 ※　0.08mm以上のプラスチックシート等

　隔離シートの性能

<標準9.1.3(1)><共通6.3.1>作業場等の隔離等

セキュリティーゾーンの設置

更衣室

状態適用

※

※ 負圧

※ 前室 負圧

洗身室

※　呼吸用保護具保管箱※　更衣ロッカー
※　新品の保護具

・　

・　
※　洗顔(眼)、うがい設備

室名

※　下表による

・　使用済み保護衣保管かご

※　エアシャワー（温水シャワー）

・　高性能真空掃除機　HEPAﾌｨﾙﾀ付(同等性能可)

<標準9.1.3(1)><共通6.3.1>

石綿含有保温材の

除去

石綿含有保温材の除去工事　　・行う　　・行わない

（適用範囲：空調ダクト配管　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

区画内の当該作業者以外の立入禁止とすること。

に準ずること。

基本、原形のまま、手ばらしとし、下記の項目を実施すること。

　付けアスベスト粉じん飛散防止処理技術（除去）」の審査証明書を

　※上記、隔離シートの性能及びセキュリティーゾーンの設置の特例

　（一財）日本建築センターの「建設技術審査証明事業」による「吹き

　を取得している工法と同等の飛散防止処理技術を有する工法とする

　ことができる。その際には監督職員の承諾を得ること。

また、飛散抑制剤の効果を確認し、除去すること。

<標準9.1.3(2)><共通6.3.2>

石綿含有吹付け材に飛散抑制剤を散布し、湿潤化した後除去する。

除去

除去物を湿潤化又は固形化し、耐水性の材料で密封処理（二重袋梱包）

<標準9.1.3(2)><共通6.3.2>

すること。（隔離シート、使用済み保護衣、各フィルタ含む）

除去物及び汚染等

除去作業及び清掃終了後、監督職員の立ち合いのもと確認すること。

隔離シートを撤去する前に付着物を除去し、室内の空気を吸引・ろ過し

<標準9.1.3(4)><共通6.3.4>確認及び後片付け

除去終了後、残確認し、有れば再度湿潤化し撤去すること。

け材の除去」に準ずること。

施工区画し、作業場所を隔離シートで覆い、場外への飛散防止を行う。

1.10

1.9

除去

石綿含有成形板の 石綿含有成形板の除去工事　　・行う　　・行わない

基本、原形のまま、手ばらしとし、下記の項目を実施すること。

区画内の当該作業者以外の立入禁止とすること。

石綿含有成形板の除去に先立ち、粉じん飛散抑制剤等を散布し、十分に

（適用範囲：※※）

<標準9.1.5><共通6.5.1～3,5>

施工区画し、作業場所を隔離シートで覆い、場外への飛散防止を行う。

1.11

材の除去」と同様の性能のシートで囲むこととする。

作業場（内部）は隔離シートで囲むこと。仕様は1.9「石綿含有吹付け

湿潤化し、原型のまま、手ばらしすること。特に釘・ﾋﾞｽ周りを十分に

石綿含有成形板がくぎ･ﾋﾞｽ等により下地材に固定化されている場合は

事前にくぎ･ﾋﾞｽ等を取り除き成形板に破損が及ばないように除去する

こと。

石綿含有成形板の除去作業は｢手ばらし｣とし、可能な限り破断を伴わな

い方法で行なうものとするが、やむを得ず破壊しなければならない場合

は、必要に応じて粉じん飛散抑制剤等を吹付け、湿潤化した状態で

作業を行なうこと。

除去終了後、残確認し、有れば再度湿潤化し撤去すること。

湿潤化すること。また、除去作業中も石綿含有を常に湿潤な状態に保つ

ため、必要に応じて粉じん飛散抑制剤等の吹付けを行うこと。

除去作業及び清掃終了後、監督職員の立ち合いのもと確認すること。

確認及び後片付け

各機材、仮設材等も十分に清掃し、付着物を取除いた後撤去すること。

<標準9.1.5(4)><共通6.5.5>

1.12 石綿含有仕上塗材の

除去

石綿含有吹付け材の除去工事　　・行う　・行わない

石綿含有仕上塗材の除去工事　　・行う　・行わない

（適用範囲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（適用範囲　：※※　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

<標準9.1.4><共通6.4.1～3,5>

施工区画し、内部においては隔離シートも行うこと。（仕様1.11）

撤去方法は関係法令・技術指針等を遵守し、行うこと。

水洗工法を実施する場合は、使用した液体が飛散しないよう養生する他

<標準9.1.6>

特.1 施工記録報告書の提出 下記の書類を提出すること。

　１．施工計画書（作業計画・産業廃棄物処理計画）

　３．産業廃棄物処理記録

　２．工事記録及び工事写真

　６．作業者の作業記録、各種健康診断記録、安全衛生教育記録

　５．法令に基づく官公庁等提出書類の写

特.2 工事写真 写真の撮り方は｢国土交通省大臣官房官庁営繕部監修工事写真の撮り方｣

に従い下記の撮影箇所、撮影項目を行なうが、下記に明示していない

場合監督員と協議して定める。

　８．その他必要事項

７．粉じん濃度測定結果（測定時間、測定位置、使用機器の規格・

　　　仕様（サンプリング条件）、測定方法、測定時の気候（風速込）

撮影箇所は石綿解体の除去対象部位ごとに下記の①～③を施工手順ごと

に実施内容が確認できる写真として記録すること。

撮影項目

①除去工事前：除去前の対象部位及び粉じん飛散抑制剤等の吹付け

　　　　　　　状況が確認できる写真。

②除去工事中：除去作業のやり方がわかる写真。成形板の場合は、

　　　　　　　中くぎやﾋﾞｽ等を取り除く際に除去する成形板が破損

　　　　　　　しないように作業している状況が確認できる写真。

③除去工事後：除去後の当該部位の状況及び除去物の梱包状況が確認

　　　　　　　できる写真。

その他特.3 ・石綿解体工事は関係者以外が作業区画にはいらないように対策を講じ

　た上で行ない、原則として一時的に施設を閉鎖するか、又は、利用者

　がいない時間帯に行なうものとする。

・学校及び児童福祉施設等での石綿解体工事を実施する場合は、原則と

　して、解体対象が室内であれば作業場周辺、外部であれば敷地に児童

　生徒がいない日(土・日・祝祭日、施設の休日）に行なうものとする。

　４．事前調査結果報告書

除去及び除去後の各作業については、1.9「石綿含有吹付け材の除去」

掻き落とし、破砕、切断による除去方法の場合にも1.9「石綿含有吹付

また、分析による石綿含有の調査を行う場合は、「建材中の石綿含有率

1.2の「発注者からの情報」以外に、分析調査等が必要となった場合は、

事前に監督職員に報告し、協議すること。

調査の結果、設計図書と異なる場合は、監督職員と協議すること。

数計機器

メンブレン

試料の吸引流量

フィルタの直径

試料の吸引時間

試料の透明化

計数条件

計数アスベスト

定量限界

１Ｌ／min

５min

５０本／Ｌ

測点１，２，４，６，７，８ 測点５測点３

位相差・分散顕微鏡

２５mm ４７mm

５Ｌ／min １０Ｌ／min

１２０min ２４０min

アセトン固定－有機物灰化－屈折率浸液法

総合倍率４００倍、アスベスト繊維総数、通常５０視野

アスペクト比（長さ／幅）３以上

０．４７本／Ｌ ０．３本／Ｌ

　　

（例）アスベスト粉じん濃度測定方法

長さ５μｍ以上、幅３μｍ未満

処理作業室内

1.4 調査結果報告・届出

石綿粉じん濃度測定1.5 石綿粉じん濃度測定の適用、測定方法、測定時期、測定場所及び測定

箇所は下記による。

測定方法は、「JIS K 3850-1　空気中の繊維状粒子測定方法－第1部－

：光学顕微鏡法及び走査電子顕微鏡法」による位相差、分散顕微鏡法

による。

・測定時期・測定場所・測定点は別紙図　　　のとおりとする。

・

測定
名称

測定時期

測定１

測定２

測定３

測定４

測定５

測定６

測定７

測定８

測定９ 処理作業後
シート
撤去後

測　定　点　総　計

・

・

・

・

・

・

・

施工区画周辺
又は敷地境界

セキュリティ

　確認）

ゾーン入口
（空気の流れを

施工区画周辺

施工区画周辺

　性能確認）
（除じん装置の
置の排出吹出口
負圧・粉じん装

又は敷地境界

又は敷地境界

測定場所
（注１）

処理作業室内

・測定時期・測定場所・測定点は下記のとおりとする。

調査結果は、図面等に記録し、書面により監督職員に報告すること。

又は敷地境界

処理作業室内

処理作業前

処理作業中

シート
処理作業後

撤去前

処理作業室内

測定点 室名等

　　点

　　点

　　点

　　点

　　点

　 12点

　　点

　　点

　　注1：監督職員と協議し決める。

また、各法の工事内容・規模等に応じて、必要な届出・報告を各法の

定める期限内に遅滞なく行うこと。

　 12点

なお、事前調査の結果及び新たな箇所で石綿含有物の撤去が必要となっ

た場合は、上記測定内容を監督職員と協議すること。

<標準1.5.1><共通6.1.3>

<標準9.1.1(5)><共通6.1.4>

使用済みの液体を適切に回収すること。

浦安市工事特記仕様書（石綿含有建材を使用する建築物の解体工事に係る特記仕様書）

　○・JISA1481-1または2の「アスベスト定性分析」によるものとする。

A-0411～0420
上記記載赤四角部該当諸室

縮尺

工事番号 通し番号

07-02

作成日

全 106 葉

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部 財産管理課

財務部 営繕課

令和7年6月

浦安市工事特記仕様書（３）

004

A-04

A1:NON A3:NON

AutoCAD SHX Text
適用

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



分類 工事内容 分類 工事内容 分類 工事内容 分類 工事内容

縮尺

工事番号 通し番号

07-02

作成日

全 106 葉

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部 財産管理課

財務部 営繕課

令和7年6月

工事区分表

A-05

005

A1:NON A3:NON

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



般

共

通

事

項

．

一

通し番号

E-001

006

全１０６葉

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

縮尺

工事番号

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

07-02

A1:NON A3:NON電気設備工事特記仕様書（１）

作成日

令和　７年　６月

A-03による

A-03による

A-03による

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



電

コ

ン

セ

ン

ト

設

備

灯

・

幹

線

動

力

設

備

発

電

設

備

電

力

貯

蔵

設

備

監

視

設

備

中

央

受

変

電

設

備

通し番号

007

E-002

全１０６葉

照

明

器

具

設

備

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

縮尺

工事番号

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

07-02

A1:NON A3:NON電気設備工事特記仕様書（２）

作成日

令和　７年　６月

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



構
内
情
報
通
信
網
設
備

監
視
カ
メ
ラ
設
備

テ
レ
ビ
共
同
受
信
設
備

誘
導
支
援
設
備

拡
声
設
備

映
像
・
音
響
設
備

情
報
表
示
設
備

構
内
交
換
機
設
備

火
災
報
知
設
備

防
犯
・
入
退
室
管
理
設
備

ナ
ー
ス
コ
ー
ル
設
備

駐
車
場
管
制
設
備

舞
台
照
明
設
備

テ
レ
ビ
電
波
障
害
防
除
設
備

昇
降
機
設
備

照

明

器

具

設

備

雷

設

備

護

保

医

用

接

地

設

備

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

作成日

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

008

E-003

電気設備工事特記仕様書（３）

令和　７年　６月 全１０６葉

縮尺

工事番号 通し番号

07-02

A1:NON A3:NON

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

図面名称

担当課

集合事務所　電気設備改修工事
縮尺

工事番号 通し番号

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

07-02

配置図・案内図 A1:1/150 A3:1/300

E-004

作成日

令和　７年　６月

009

全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



令和　７年　６月 全１０６葉

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

受変電設備等更新工事工程表（参考）

縮尺

工事番号

作成日

通し番号

07-02

A1:NON A3:NON

010

E-005

8 6

8

8 16 月

15
8 146

8/6(金) 8/9(月) 8/10(火) 8/12(木) 8/13(金) 8/16(月)8/11(水) 8/14(土) 8/15(日)8/7(土) 8/8(日)

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

縮尺

工事番号

作成日

通し番号

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

07-02

令和　７年　６月

受変電設備単線結線図（改修前） A1:NON A3:NON

011

E-006

全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



令和　７年　６月 全１０６葉

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

縮尺

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

A1:NON A3:NON

E-007

（仮設）幹線ブロック系統図
動力用仮設キュービクル単線結線図・

工事番号

作成日

通し番号

07-02
012

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

（改修前）
低圧配電盤結線図・幹線ブロック系統図（１） 縮尺

工事番号

作成日

通し番号

07-02

令和　７年　６月

A1:NON A3:NON

013

E-008

全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

縮尺

工事番号 通し番号

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

07-02

A1:NON A3:NON

014

E-009

（改修前）
低圧配電盤結線図・幹線ブロック系統図（２）

作成日

令和　７年　６月 全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

（改修前）
低圧配電盤結線図・幹線ブロック系統図（３） 縮尺

工事番号

作成日

通し番号

07-02

令和　７年　６月

A1:NON A3:NON

015

E-010

全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



通し番号

016

E-011

全１０６葉

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

（改修前）
低圧配電盤結線図・幹線ブロック系統図（４） 縮尺

工事番号

作成日

07-02

令和　７年　６月

A1:NON A3:NON

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



令和　７年　６月 全１０６葉

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

受変電設備機器姿図（改修前・改修後）
縮尺

工事番号

作成日

通し番号

07-02

A1:1/25 A3:1/50

017

E-012

４． 紫外線に耐候性のある仕様とする。

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

縮尺

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

受変電設備単線結線図（改修後） A1:NON A3:NON

E-013

工事番号

作成日

通し番号

07-02

令和　７年　６月

018

全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

縮尺

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

E-014

（改修後）
新設　低圧配電盤結線図・幹線ブロック系統図（１）

工事番号

作成日

通し番号

07-02

令和　７年　６月

A1:NON A3:NON

019

全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

図面名称

担当課

財務部　営繕課
作成日

令和　７年　６月

020

E-015

全１０６葉

集合事務所　電気設備改修工事

財務部　財産管理課

（改修後）
新設　低圧配電盤結線図・幹線ブロック系統図（２） 縮尺

工事番号 通し番号

07-02

A1:NON A3:NON

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



発電機

＜注記＞

１．既設非常用発電機を撤去する。

撤去図

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称 縮尺

非常用発電機設備図（改修前） Ａ１：ＮＯＮ　Ａ３：ＮＯＮ
担当課 工事番号 通し番号

財務部　財産管理課

財務部　営繕課
作成日

０２１

令和　７年　６月 全106葉

Ｅ－０１６

０７－０２

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



令和　７年　６月 全１０６葉

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

縮尺

工事番号 通し番号

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

07-02

非常用発電機設備図（改修後） A1:1/20 A3:1/40

022

E-017

作成日

(建築工事)

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



撤去図

＜注記＞

１．５階ＣＶＣＦ室に設置されている、既設直流電源装置を撤去する。

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称 縮尺

直流電源装置設備図（改修前） Ａ１：ＮＯＮ　Ａ３：ＮＯＮ
担当課 工事番号 通し番号

財務部　財産管理課

財務部　営繕課
作成日

０２３

令和　７年　６月 全106葉

Ｅ－０１８

０７－０２

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



作成日

令和　７年　６月 全１０６葉

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

縮尺

工事番号 通し番号

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

A1:NON A3:NON

E-019

幹線系統図（改修前）

07-02
024

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

縮尺

工事番号 通し番号

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

07-02

A1:NON A3:NON

E-020

幹線系統図（改修後）

作成日

令和　７年　６月

025

全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



E-021

令和　７年　６月

026

全１０６葉

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

縮尺

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

A1:NON A3:NON接地幹線系統図
工事番号

作成日

通し番号

07-02

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



撤去図

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称 縮尺

動力盤結線図（改修前） Ａ１：ＮＯＮ　Ａ３：ＮＯＮ
担当課 工事番号 通し番号

財務部　財産管理課

財務部　営繕課
作成日

０２７

令和　７年　６月 全106葉

Ｅ－０２２

０７－０２

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



撤去図

（撤去）

（撤去）

（撤去）

（撤去）

（撤去）

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称 縮尺

動力負荷表（１）（改修前） Ａ１：ＮＯＮ　Ａ３：ＮＯＮ
担当課 工事番号 通し番号

財務部　財産管理課

財務部　営繕課
作成日

０２８

令和　７年　６月 全106葉

Ｅ－０２３

０７－０２

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



ＲＰ－２ AC3外3W210V CVCF室　排気ファン 5.65 1 5.65 3 200 A ④
PG3

2 F-12

撤去図

（撤去）

（撤去）

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称 縮尺

動力負荷表（２）（改修前） Ａ１：ＮＯＮ　Ａ３：ＮＯＮ
担当課 工事番号 通し番号

財務部　財産管理課

財務部　営繕課
作成日

０２９

令和　７年　６月 全106葉

Ｅ－０２４

０７－０２

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



全１０６葉

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

縮尺

工事番号 通し番号

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

07-02

幹線・動力設備　１階平面図（改修前） A1:1/100 A3:1/200

030

E-025

作成日

令和　７年　６月

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



令和　７年　６月 全１０６葉

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

幹線・動力設備　２階平面図（改修前）
縮尺

工事番号

作成日

通し番号

07-02

A1:1/100 A3:1/200

031

E-026

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



作成日

令和　７年　６月 全１０６葉

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

幹線・動力設備　３階平面図（改修前）

E-027
縮尺

工事番号 通し番号

07-02

A1:1/100 A3:1/200

032

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



通し番号

033

E-028

全１０６葉

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

幹線・動力設備　４階平面図（改修前）
縮尺

工事番号

作成日

07-02

令和　７年　６月

A1:1/100 A3:1/200

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

縮尺

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

幹線・動力設備　５階平面図（改修前）

E-029

工事番号

作成日

通し番号

07-02

令和　７年　６月

A1:1/100 A3:1/200

034

全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

縮尺

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

E-030

幹線・動力設備　５階平面図（仮設）
工事番号

作成日

通し番号

07-02

令和　７年　６月

A1:1/100 A3:1/200

035

全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

動力制御盤結線図（改修後）

E-031
縮尺

工事番号

作成日

通し番号

07-02

令和　７年　６月

A1:NON A3:NON

036

全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

動力負荷表（１）（改修後）

縮尺

工事番号 通し番号

07-02

A1:NON A3:NON

037

E-032

作成日

令和　７年　６月 全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

縮尺

工事番号 通し番号

A1:NON A3:NON

E-033

動力負荷表（２）（改修後）

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

07-02

作成日

令和　７年　６月

038

全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

幹線・動力設備　１階平面図（改修後）

全１０６葉
作成日

令和　７年　６月

039

縮尺

工事番号 通し番号

07-02

A1:1/100 A3:1/200

E-034

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

幹線・動力設備　２階平面図（改修後）
縮尺

工事番号

作成日

通し番号

07-02

令和　７年　６月

A1:1/100 A3:1/200

040

E-035

全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

幹線・動力設備　３階平面図（改修後）
縮尺

工事番号

作成日

通し番号

07-02

令和　７年　６月

A1:1/100 A3:1/200

041

E-036

全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

図面名称

担当課

集合事務所　電気設備改修工事

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

幹線・動力設備　４階平面図（改修後）
縮尺

工事番号

作成日

通し番号

07-02

令和　７年　６月

A1:1/100 A3:1/200

042

E-037

全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称

担当課

財務部　財産管理課

財務部　営繕課

幹線・動力設備　５階平面図（改修後）
縮尺

工事番号

作成日

通し番号

07-02

令和　７年　６月

A1:1/100 A3:1/200

043

E-038

全１０６葉

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月



撤去図

工事名称

集合事務所　電気設備改修工事
図面名称 縮尺

分電盤結線図（改修前） Ａ１：ＮＯＮ　Ａ３：ＮＯＮ
担当課 工事番号 通し番号

財務部　財産管理課

財務部　営繕課
作成日

０４４

令和　７年　６月 全106葉

Ｅ－０３９

０７－０２

鈴木 洋史
テキストボックス
令和　７年　９月
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